
「新型コロナウイルス感染症の影響下における
中小企業の経営意識調査」

～調査・分析結果のポイント～

2021年５月13日
東京商工リサーチ調査（令和２年度内閣府請負調査）

内閣府政策統括官（経済財政運営担当）付 産業・雇用担当

配布資料１



２．主な結果
（１）最低賃金の引上げを含む賃金相場が上昇した場合の対応策について：
• 中小企業は、賃金相場の上昇への対応策として、「人件費以外の経費削減」のほか、「業務効率改善への取組による収益

力向上」、「製品サービスの新開発/提供方法の見直し」等の前向きな取組を上位に挙げており、また、「設備投資の抑制」よ
りも「システムや設備の導入による生産性向上」の割合が上回る。

• 「雇用の削減」と回答した割合が1割程度。とりわけ、地方（Ｃ・Ｄランク※地域）の中小企業ほど、「雇用の削減」と回答した
割合は低い。

(２)最低賃金の引上げを含む賃金相場の上昇に対応するために必要な支援策について：
• 最低賃金近傍の従業員を抱える中小企業は、「景気対策」を最も必要な支援として回答、次いで、 「生産性向上に向けた

設備投資支援」、「人材育成・教育訓練・技能訓練支援」 。
• 他方、賃上げに積極的な中小企業は、 「生産性向上に向けた設備投資支援」、「人材育成・教育訓練・技能訓練支援」を

「景気対策」より優先して回答。

(３)非正社員の賃上げを実施することによる効果・負担について：
• 賃上げで見込まれる効果については、「社内人員の士気向上・定着」が最も回答割合が高い。
• 賃上げで見込まれる負担としては「利益の圧縮」と回答した割合が高く、「投資向けの資金の減少」は最も低い。

(４) 同一労働同一賃金への対応について：
• 2021年４月施行の同一労働同一賃金について、処遇改善などの対応を予定している企業は約４割。

(５) テレワークについて：
• テレワークを導入している中小企業は２割程度、今後取り組むことを予定している企業を合わせると約３割。

１．調査の概要
○全国の16,000社の中小企業（中小企業基本法による）へWEBアンケート調査を実施。有効回答は4151社（回答率26%)。
〇調査時期は2021年2月19日～３月15日。
○本調査は、新型コロナウイルス感染症拡大が中小企業の経営に与えている影響や、最低賃金を含む賃金相場の上昇とそれに

対する対応策、働き方改革等に関する中小企業の経営意識等について調査したものである。

調査の概要と分析の結果

1※全都道府県を経済実態に応じ、ABCD４つのランクに分けたもの。
厚労省の中央最低賃金審議会では、各ランクの改定額の目安を示し、その目安額を踏まえ、都道府県別の地方最低賃金審議会において改定額の審議が行われる。
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図１ 問「貴社の売上について、前年と比較して、
(1)感染拡大前<2019年>
(2)感染拡大開始後<2020年> をお答えください 」の結果

○感染症拡大前(2019年）から感染症拡大後(2020年）にかけて、“売上減”を回答した企業の割合は23%から70%に増
加。“採算赤字”を回答した企業の割合は22%から50%に増加。

○現在の経営課題として、「コロナ感染拡大による売上減」と回答した企業の割合は65.5%。
○本調査において半数を超える企業がコロナ感染拡大により経営に悪影響が生じている。

コロナ感染症拡大による経営への影響
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“売上減”回答は
23%⇒70%
に増加

図２ 問「貴社の採算について、
(1)感染拡大前<2019年>
(2)感染拡大開始後<2020年> をお答えください 」の結果

“採算赤字”回答は
22%⇒50%
に増加

上段：件
下段：％

全 体 コロナ感染拡大
による売上減

コロナ以外の要因
による売上減

材料費や外注費等の
仕入れコストの上昇

同業者間の
競争激化 人手不足 人件費の

上昇
人件費以外
の諸経費の
上昇

取引先からの
値下げ要請 その他 特に問題はない

全 体 4138 2716 1521 1336 1280 1220 982 915 529 351 591
100.0 65.6 36.8 32.3 30.9 29.5 23.7 22.1 12.8 8.5 14.3

表３ 問「貴社が現在抱えている経営課題について、重要度の高い順に３つをお答えください。（上位３つ）」の結果、1-3位に選ばれたものの割合。

（％） （％）

コロナ感染拡大による売上減を特に課題としている業種は「宿泊・飲食サービス」（91.4%）、「生活関連サービス」（87%）
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回答者全体(N=4022)

地域別最低賃金以上～+100円未満のグループ(N=1637)

現在の経営課題として「コロナ感染拡大による売上減」を選択した企業グループ(N=2643)

図４ 問「最低賃金の引上げを含む賃金相場が上昇した場合の対応策として、貴社で実施を検討するもの。（複数回答）」の結果

○「人件費以外の経費削減」が最も多いが、「業務効率改善への取組による収益力向上」、「製品サービスの新開発/提供方法の見
直し」、「事業転換や企業統合を通じた販路拡大等による収益力向上」など前向きな対応策を回答した企業が３割以上。（①）

○「設備投資の抑制」よりも「システムや設備の導入による生産性向上」が上回る。（②）
○「雇用者の削減」、「新規・中途採用の抑制」は１割程度。（③④）
○最低賃金近傍の従業員を抱える企業（事業所内最低賃金と地域別最低賃金の差額が100円未満の企業）では、「雇用削減」の回答割

合がやや高いものの、「収益力向上」「値上げ」等の対応策も同様に高い。また、「設備投資の抑制」よりも「システムや設備の
導入による生産性向上」が上回る程度が回答者全体に比べて高まる。

最低賃金の引上げを含む賃金相場が上昇した場合の対応策
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建設業(N=147) 製造業(N=339)

運輸業，郵便業(N=63) 卸売業，小売業(N=442)

宿泊業，飲食サービス業(N=168) 医療，福祉(N=102)

サービス業（他に分類されない）(N=96)

○「人件費以外の経費削減」の回答割合が高い業種は、「運輸業・郵便業」。 「業務効率改善への取組による収益力向上」の
回答割合が高い業種は、「製造業」。「製品サービスの新開発/提供方法の見直し」、「販路拡大等による収益力向上」、「既
存製品、サービスの値上げ」の回答割合が高い業種は、「宿泊・飲食サービス業」。（①）

○「システムや設備の導入による生産性向上」の回答割合が高い業種は「宿泊・飲食サービス業」で、「設備投資の抑制」を大き
く上回る。（②）

○「正規雇用者の削減」、「非正規雇用者の削減」の回答割合が高い業種は、「宿泊・飲食サービス業」。（③）

図５ 問「最低賃金の引上げを含む賃金相場が上昇した場合の対応策として、貴社で実施を検討するもの。（複数回答）」の結果

最低賃金の引上げを含む賃金相場が上昇した場合の対応策（業種別）

※事業所内最低賃金が、地域別最低賃金以上～+100円未満のグループ

4

②

①

③



0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

人
件
費
以
外
の
経
費
削
減

業
務
効
率
の
改
善
へ
の
取
組
に
よ
る

収
益
力
向
上

製
品
、
サ
ー
ビ
ス
の
新
開
発

/

提
供
方
法
の
見
直
し

事
業
転
換
や
企
業
統
合
を
通
じ
た

販
路
拡
大
等
に
よ
る
収
益
力
向
上

既
存
の
製
品
、
サ
ー
ビ
ス
の
値
上
げ

不
採
算
事
業
の
見
直
し
や
廃
業
の
検
討

一
時
金
（
賞
与
等
）
の
削
減

シ
ス
テ
ム
や
設
備
の
導
入
に
よ
る

生
産
性
向
上

設
備
投
資
の
抑
制

人
材
確
保
に
よ
る
生
産
性
向
上

正
規
雇
用
者
の
残
業
時
間
の
削
減

新
規
・
中
途
採
用
の
抑
制

非
正
規
雇
用
者
の
残
業
時
間
や

労
働
時
間
の
削
減

福
利
厚
生
費
の
削
減

正
規
雇
用
者
の
削
減

非
正
規
雇
用
者
の
削
減

雇
用
者
の
給
与

（
基
本
給
・
諸
手
当
）
の
削
減

そ
の
他

特
に
対
応
策
を
講
じ
な
い
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図６ 問 「最低賃金の引上げを含む賃金相場が上昇した場合の対応策として、貴社で実施を検討するもの。（複数回答）」の結果

○「人件費以外の経費削減」と回答した割合はCランク※において高い。「業務効率改善への取組による収益力向上」、「製品
サービスの新開発/提供方法の見直し」はDランクが高い。（①）

○A・B・C・Dのすべての地域で「システムや設備の導入による生産性向上」が「設備投資の抑制」を上回る。（②）
○「正規雇用者の削減」と「非正規雇用者の削減」のC・Ｄランクにおける回答割合はA・Bランクに対して相対的に低い。（③）

最低賃金の引上げを含む賃金相場が上昇した場合の対応策（地域別）

※事業所内最低賃金が、地域別最低賃金以上～+100円未満のグループ
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※全都道府県を経済実態に応じ、ABCD４つのランクに分けたもの。
厚労省の中央最低賃金審議会では、各ランクの改定額の目安を示し、その目安額を踏まえ、都道府県別の地方最低賃金審議会において改定額の審議が行われる。



図７ <2021年の賃上げ実施予定/正社員＞ 図８ <2021年の賃上げ実施予定/非正社員＞

2021年の賃上げ実施見込みについて
○「賃上げ実施予定」の回答割合は、正社員向けの回答割合(36%）が非正社員向け(24%)を上回る。

○「賃上げ実施予定」の回答割合は、正社員/非正社員とも、最低賃金近傍の従業員を抱える企業が高い。

○３割程度の企業が賃上げを実施するかどうか未定。
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回答者全体(N=3950)
地域別最低賃金以上～+100円未満のグループ(N=1624)
感染症流行後(2020年）のパート・アルバイトの賃上げを積極的に実施したグループ(N=358)

最低賃金の引上げを含む賃金相場が上昇した場合、必要な支援策

図９ 問 「最低賃金の引上げを含む賃金相場の上昇に対応していくために、貴社が必要と考える支援策（1位）」の結果

○最低賃金近傍の従業員を抱える企業では、必要な支援策（１位）として回答した割合は「景気対策」が最も高い。次い
で、「生産性向上に向けた設備投資支援」、「人材育成・教育訓練・技能訓練」への支援の順。

○賃上げを積極的に実施した中小企業（感染症流行後(2020年）のパート・アルバイトの賃上げを積極的に実施したグループ）では、
「生産性向上に向けた設備投資支援」、「人材育成・教育訓練・技能訓練支援」が、「景気対策」を上回る。
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感染症流行後(2020年）のパート・アルバイトの賃上げを積極的に実施したグループ(N=343)

賃上げで見込まれる効果・負担について（非正社員）

図10 問 「賃上げを実施することにより、どのような効果や負担が見込まれますか。非正社員についてお答えください。（複数回答）」の結果

○賃上げで見込まれる効果について、「社内人員の士気向上・定着」と回答した割合が最も高く、次いで、「当面の人材確保
（採用）」が高い。（①）

○賃上げで見込まれる負担について、「利益の圧縮」の回答割合が高く、「投資向けの資金の減少」が最も低い。（②）
○賃上げに積極的な中小企業や最低賃金近傍の従業員を抱える企業は、「社内人員の士気向上・定着」、「当面の人材確

保（採用）」、「中長期的な成長などに必要な優秀な人材の確保」と回答した割合が回答者全体と比較して高い。

8プラスの側面 マイナスの側面

②

①
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回答者全体(N=3704) 地域別最低賃金以上～+100円未満のグループ(N=1505)

同一労働同一賃金への対応について

図11 問 「同一労働同一賃金が導入された際に、貴社はどのように対応されますか。検討段階のものも含め、すべてお答えください。（複数回答）」の結果

同一労働同一賃金の対応について、
○何らかの対応を予定している企業は回答者全体で４割程度、最低賃金近傍の従業員を抱える企業で５割。「非正社員は

いるが対応をする予定はない」は２割程度。
○対応内容として最も高いのは「非正社員の基本給の増額」。最低賃金近傍の従業員を抱える企業は非正社員の「基本

給」、「賞与」、「退職金」、「各種手当」、「福利厚生」の増額・拡大の回答割合が、回答者全体と比較して高い。
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地域別最低賃金以上～+100円未満のグループ(N=1116)

テレワークについて

図13 問 「テレワークを導入しない理由は何ですか。当てはまる理由をすべてお答えください。（複数回答）」の結果

10

○テレワークを導入している企業は２割程度。現在取り組んでいる企業と今後重点的に取り組みたい企業と合わせると約３割。
〇テレワークを導入しない理由としては、「テレワークに適した仕事がない」、「業務の進行が難しい」、「顧客など外務への対応に支

障がある」が多い。回答企業全体と最低賃金近傍の従業員を抱える企業との回答傾向の違いはほとんどない。

図12 問 「テレワークの取組状況」の結果
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参考１．感染拡大防止のための時短要請の有無

はい（％） いいえ（％） 分からない（％）

全 体 （4140社） 5.9 92.3 1.8

業
種
別

建設業 （682社） 1.6 96.3 2.1
製造業 （703社） 2.8 95.3 1.8
情報通信業 （129社） 3.1 95.3 1.6
運輸業，郵便業 （137社） 4.4 94.9 0.7
卸売業，小売業 （1077社） 4.3 94.0 1.8
不動産業，物品賃貸業 （323社） 3.7 93.2 3.1
学術研究，専門・技術サービス業 (237社） 5.5 92.4 2.1
宿泊業，飲食サービス業 （234社） 44.0 55.1 0.9
生活関連サービス業，娯楽業 （162社） 11.7 85.8 2.5
教育，学習支援業 （54社） 7.4 90.7 1.9
医療，福祉 （156社） 0.6 98.7 0.6
サービス業（他に分類されない） （246社） 2.8 96.3 0.8

○時短要請を受けたと回答した企業の割合は、5.9%。
○「宿泊・飲食サービス業」では、時短要請を受けたと回答した企業の割合は４割を超える。

表14 問「今年１月の緊急事態宣言発令などに伴って国・自治体から営業時間短縮などの要請を受けていますか。」の結果
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12

図15 各種支援策の利用状況の結果(%)

○時短要請を受けた企業は、「雇用調整助成金」や「融資支援」、「GoToキャンペーン」を利用した割合が高い。
○時短要請を受けた企業で「従業員による休業支援金」を利用した割合は２割程度。

参考２．各種支援策の利用状況
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参考３．コロナ関連の各種支援策の利用度・認知度
○コロナ支援策全般に認知度は８割以上と高い。
○「融資」は利用した割合が40%超、 「雇用調整助成金」は利用した割合が30%超。

表16

雇用調整助成金の利用
実績について 利用した（過去も含めて） 従業員に休業をさせていな

いため、利用していない
売上減等の支給要件に達
していないため、
利用していない

休業をさせているが、資金
不足により休業手当を支
払っていないため、
利用していない

制度を知らない

31.3 45.3 14.5 1.1 7.8

従業員による休業支援金
の利用実績について

従業員が休業支援金を
利用している

制度は知っているが、従業
員のシフト減や休業がない
ため、
従業員は利用していない

制度は知っているが、休業
手当を支払っているため、
従業員は利用していない

制度があることは知ってい
るが、シフト減なども休業
支援金の対象になること
は知らない

制度を知らない

6.1 57.8 15.9 5.0 15.2

Go To キャンペーン 利用している
直近2 年以内の利用を含む 過去に利用したことがある 利用したことはないが、

今後利用したい
知っている、あるいは聞い
たことはあるが、
利用はしない

知らない

16.1 11.2 15.2 52.5 4.9

政府系金融機関による無
利子・無担保などの融資

利用している
直近2 年以内の利用を含む 過去に利用したことがある 利用したことはないが、

今後利用したい
知っている、あるいは聞い
たことはあるが、
利用はしない

知らない

40.2 3.0 10.7 38.0 8.0

民間金融機関による信用
保証付き融資・制度融資

利用している
直近2 年以内の利用を含む 過去に利用したことがある 利用したことはないが、

今後利用したい
知っている、あるいは聞い
たことはあるが、
利用はしない

知らない

35.4 9.6 6.4 38.6 9.9

返済繰延、
借入条件変更 等

利用している
直近2 年以内の利用を含む 過去に利用したことがある 利用したことはないが、

今後利用したい
知っている、あるいは聞い
たことはあるが、
利用はしない

知らない

10.0 4.6 9.4 56.4 19.7

単位：％
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参考４．働き方改革・生産性向上等の各種支援策の利用度・認知度①

○「小規模事業者持続化補助金」を利用した割合は３割程度。「キャリアアップ助成金」、 「ものづくり補助金」、「トライアル雇用
助成金」は１割程度。

○「キャリアアップ助成金」、「業務改善助成金」、「人材確保等支援助成金」、「産業雇用安定助成金」、「トライアル雇用助成
金」、「働き方改革推進支援助成金（テレワークコース）」は認知度が5割以下。

表17
キャリアアップ助成金 知っており、利用した 知っているが利用していない 知らない

9.3 35.6 55.1
ものづくり・商業サービス
生産性向上促進補助金

利用している
直近2 年以内の利用を含む 過去に利用したことがある 利用したことはないが、

今後利用したい
知っている、あるいは聞いたことは
あるが、利用はしない 知らない

3.7 4.1 13.7 37.5 41.0

小規模事業者持続化補助金 利用している
直近2 年以内の利用を含む 過去に利用したことがある 利用したことはないが、

今後利用したい
知っている、あるいは聞いたことは
あるが、利用はしない 知らない

22.2 5.5 12.5 35.5 24.4
サービス等生産性向上
IT導入支援補助金

利用している
直近2 年以内の利用を含む 過去に利用したことがある 利用したことはないが、

今後利用したい
知っている、あるいは聞いたことは
あるが、利用はしない 知らない

3.3 2.4 18.1 36.6 39.6

業務改善助成金 利用している
直近2 年以内の利用を含む 過去に利用したことがある 利用したことはないが、

今後利用したい
知っている、あるいは聞いたことは
あるが、利用はしない 知らない

0.6 0.3 15.9 30.2 52.9

人材確保等支援助成金 利用している
直近2 年以内の利用を含む 過去に利用したことがある 利用したことはないが、

今後利用したい
知っている、あるいは聞いたことは
あるが、利用はしない 知らない

1.0 0.9 14.7 30.9 52.6

産業雇用安定助成金（仮称）利用している
直近2 年以内の利用を含む 過去に利用したことがある 利用したことはないが、

今後利用したい
知っている、あるいは聞いたことは
あるが、利用はしない 知らない

0.5 0.2 8.4 21.5 69.3

トライアル雇用助成金 利用している
直近2 年以内の利用を含む 過去に利用したことがある 利用したことはないが、

今後利用したい
知っている、あるいは聞いたことは
あるが、利用はしない 知らない

1.5 7.2 9.2 27.7 54.3
働き方改革推進支援助成金
（テレワークコース）

利用している
直近2 年以内の利用を含む 過去に利用したことがある 利用したことはないが、

今後利用したい
知っている、あるいは聞いたことは
あるが、利用はしない 知らない

2.0 0.6 9.1 38.7 49.6

単位：％
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参考５．働き方改革・生産性向上等の各種支援策の利用度・認知度②

○「所得拡大促進税制」、大企業が主に取り組むべき「下請け取引ガイドライン」、「パートナーシップ構築宣言」を利用した割合
は1割未満で、認知度ともに低い。

表18

所得拡大促進税制 利用している
直近2 年以内の利用を含む 過去に利用したことがある 利用したことはないが、

今後利用したい
知っている、あるいは聞いた
ことはあるが、利用はしない 知らない

1.3 1.1 6.9 20.4 70.3
下請適正取引等の推進
のためのガイドライン

利用している
直近2 年以内の利用を含む 過去に利用したことがある 利用したことはないが、

今後利用したい
知っている、あるいは聞いた
ことはあるが、利用はしない 知らない

0.9 0.3 6.5 28.6 63.6

パートナーシップ構築宣言 利用している
直近2 年以内の利用を含む 過去に利用したことがある 利用したことはないが、

今後利用したい
知っている、あるいは聞いた
ことはあるが、利用はしない 知らない

0.2 0.0 4.9 20.2 74.7

単位：％
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参考６．回答企業の属性

業種別

建設業 製造業 情報通信業 運輸業，郵便業 卸売業，小売業 不動産業，物品
賃貸業

684 件 705 件 129 件 137 件 1079 件 324 件
16.5 ％ 17.0 ％ 3.1 ％ 3.3 ％ 26.0 ％ 7.8 ％

学術研究，専門・
技術サービス業

宿泊業，飲食サー
ビス業

生活関連サービス
業，娯楽業

教育，学習支援
業 医療，福祉 サービス業（他に

分類されない）

238 件 234 件 163 件 54 件 157 件 247 件
5.7 ％ 5.6 ％ 3.9 ％ 1.3 ％ 3.8 ％ 6.0 ％

1～4人 5～9人 10～19人 20～29人 30～49人
1312 件 730 件 652 件 278 件 294 件
35.7 ％ 19.8 ％ 17.7 ％ 7.6 ％ 8.0 ％

50～99人 100～199人 200～299人 300人以上
218 件 109 件 37 件 49 件
5.9 ％ 3.0 ％ 1.0 ％ 1.3 ％

従業員規模別
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